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特別支援学校における行動コンサルテーションの効果（土田・中鹿）

Ⅰ．問題と目的

行動コンサルテーションとは，クライアント
（学校現場では，児童や生徒）の行動上の問題に
対して，コンサルティ（教員や保護者など）と
コンサルタントが協働で応用行動分析学的な技
法を用いて問題解決にあたるコンサルテーショ
ンである（Bergan & Kratochwill 1990; 加藤・
大石 2004; 鈴木 2010）。欧米では，学校現場に
おける行動コンサルテーションの有効性を示し
た多くの研究成果が蓄積されてきた（例えば，
Codding et al. 2005; DiGennaro et al. 2007; 
Wilkinson 1997）。また，行動コンサルテーショ
ンは，コンサルタントがコンサルティの支援行

動に焦点を当て，間接的にクライアントの行動
上の問題解決にあたる（加藤・大石 2011）。通常
は，コンサルタントが介入を立案して，コンサ
ルティが介入案を実行する。そのため，コンサ
ルティがどの程度正確に介入案を実行したかと
いう「介入の整合性（treatment integrity）」に
重点が置かれている（Gresham 1989; 野口・加藤 
2010）。特に，介入の整合性を促進するための効
果的な手続きの 1つが，コンサルティの支援行
動に対するパフォーマンス・フィードバックで
ある（Codding et al. 2005; Noell et al. 2002）。
日本においても，特別支援教育の進展にとも
なって教員の支援力の促進が求められるように
なっている。このような状況の中，行動コンサ
ルテーションが注目されている。介入の整合性
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の維持や促進に関しては，日本の学校現場に合っ
た手続きを検討する必要性がある（鈴木 2010）。
介入の整合性に関連する要因は，介入計画の複
雑さや介入の実行に必要とされる時間などが挙
げられる（Gresham 1989）。また，立案段階に
おいて，介入計画に対する教員の同意の程度で
ある受容性を高めることが重要な点である
（Reimers et al. 1987）。これらを踏まえて，介入
計画の立案段階から主体的に教員が参加し，教
員自身が実行しやすい計画を立て，介入の実行
につなげた研究がいくつか報告されている。道
城（2012）では，教員がコンサルタントの呈示
した介入案を元に具体的な介入方法を考案する
ことで，教員が自分のリソースを活用した介入
を実行することが可能となった。さらに，小関
（2015）では，教員が機能的アセスメントの段階
から参加して，学校や授業の文脈に沿った既存
の指導の延長線上の支援計画をコンサルタント
とともに立案することで，教員の長期間継続し
た支援が可能となった。また，どちらもクライ
アントの標的行動の改善が確認できた。このよ
うに，学校現場で行動コンサルテーションを展
開する上で，教員の主体的な支援行動の成立に
向けた手続きおよびその手続きが対象生徒の行
動変容に与える効果について検討する必要性が
あるだろう。
加えて，教員の対象生徒の行動に対する捉え
方にも着目して検討する必要性がある。学校現
場において対象生徒の行動上の問題解決を目的
とした介入を実行する場合，教員は対象生徒の
問題行動に注目する傾向がある。しかし，対象
生徒の行動的QOL（望月 2001）の拡大を実現
するために，適切な環境設定や他者からの賞賛
など対象生徒が正の強化を得る機会を積極的に
設定して，教員が対象生徒の「できること」に
目を向けることが不可欠である。
本研究の目的は，特別支援学校の教員に対す
る行動コンサルテーションにおいて，介入計画

の立案段階から主体的に教員が参加する手続き
を導入することによる対象生徒の標的行動と教
員の支援行動の変容への効果について検討する
ことである。また，教員の支援行動に関する指
標は，介入の実行度と記録行動の生起率に加え
て，教員による対象生徒の「ポジティブな評価」
の報告数と内容とする。

Ⅱ．方法

1．参加者
（1）対象生徒
対象生徒は，特別支援学校に在籍するダウン
症と診断された高等部 3年生の男子生徒であっ
た。教員や他生徒と口頭で日常会話をすること
は可能であった。発音が不明瞭な部分はあった
が，相手が聞き取れていないと判断した場合は
その文字をホワイトボード等に記入して伝える
ことができた。コンサルテーション開始時のコ
ンサルティによる相談内容は，「通学中などに大
きな声で独り言を言う・慣れた場所では感情に
任せて大きな声で話す・場に応じた声の大きさ
を意識してほしい」であった。
（2）コンサルティ
コンサルティは，対象生徒の担任であった。
担任は，特別支援教育での教職経験 20 年以上の
40 代の女性の教員であった。行動コンサルテー
ションの学内選出時に立候補して本研究への参
加が決定した。これまでに応用行動分析学を大
学の講義や研修会等で学んだ経験はなかった。
（3）コンサルタント
コンサルタントは，第一著者が担当した。特
別支援学校で応用行動分析学の専門スタッフと
して勤務した経験を有していた。研究開始時は
大学機関に所属していた。

2．実施期間と対象校
実施期間は，201X 年 7 月から 201X+1 年 3 月
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であった。対象校は，コンサルタントによる行
動コンサルテーションの概要の説明を受け，研
究協力を承諾したA市立 B特別支援学校であっ
た。

3．対象校への訪問
コンサルタントによる対象校への訪問は，計
7回実施した。初回の訪問時（7月）は，管理職
に行動コンサルテーションの概要の説明を実施
して研究協力の承諾を得た。加えて，対象生徒
とそのコンサルティの選出を依頼した。第 2回
から第 6回までの訪問（8月～ 12 月）は，一ヶ
月に 1回実施し，介入場面の直接観察とコンサ
ルティとの話し合いを行った。第 7 回（3 月）
の訪問では，行動コンサルテーションのまとめ
をコンサルティに報告した。

4．倫理的配慮
研究を開始するにあたって，対象校の管理職
に対して，行動コンサルテーションの概要や研
究目的・個人情報保護について口頭と書面で説
明し，研究協力の承諾を得た。話し合いの初回
時にコンサルティに対しても同様の手続きで研
究参加の承諾を得た。また，保護者に対しては，
コンサルティを通して書面で説明して研究参加
の承諾を得た。

5．行動コンサルテーションの手続き
行動コンサルテーションは，問題の同定，問
題の分析，介入の実施，介入の評価の 4段階で
構成された手続きで実施した。
（1）問題の同定
第 1回の話し合いは，対象生徒の標的行動の
選定を実施した。コンサルティとの日程調整の
結果，電話による話し合いとなった。対象生徒
の基礎情報の確認と大きな声で話す場面の様子
の聞き取りを行った。標的行動は，コンサルティ
の相談内容から声の大きさを調整して他者と話

すこととした。話し合いの内容をもとに，コン
サルタントはコンサルティに情報収集のための
記録方法を提案した。記録方法は，一週間の時
間割表を用いて，該当する行動を記録するとい
うものであった。また，コンサルタントはコン
サルティに対して，本研究は標的行動の改善に
加えて，対象生徒の「できること」に関する情
報を増やすことに重点を置くことを提案して同
意を得た。そのため，話し合いの中でコンサル
ティが対象生徒の「ポジティブな評価」を報告
する時間を設定した。コンサルタントは，コン
サルティの報告に対して肯定的なフィードバッ
クをして，話し合いの議事録に報告内容を記述
してコンサルティが確認できるようにした。
（2）問題の分析
第 2回の話し合いは，コンサルタントが情報
収集で得られた記録をもとに標的行動について
機能的アセスメントを実施して，その結果をコ
ンサルティに報告した。また，機能的アセスメ
ントの結果を踏まえて，介入のポイントをコン
サルティに提案した。その後，介入計画をコン
サルタントとコンサルティとで協議した。コン
サルタントは具体的な手続きの立案に必要な情
報をコンサルティに提供して，コンサルティが
介入の具体的な手続き（例えば，実行する時間
帯や教材，提示するタイミングなど）を決定した。
加えて，介入結果の記録方法と情報共有の方法
について協議した。また，第3回の話し合いでは，
介入準備期間であったため，進捗状況を確認し
た。
（3）介入の実施
介入の実施は，コンサルティが，介入計画を
実行して，対象生徒の行動と介入実行の有無を
記録する期間とした。また，介入結果の情報共
有の方法は，毎週金曜日にコンサルティがコン
サルタントに対して介入の実行の有無と対象生
徒の反応を電子メールで報告することとした。
コンサルタントは，結果をもとに対象生徒の行
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動変容を図表化して提示し，コンサルティに対
して介入内容のアドバイスを提供した。また，
コンサルティからの対象生徒の細かな情報の報
告や介入に対するコメントに対して，肯定的な
フィードバックを行った。
（4）介入の評価
第 4回の話し合いでは，介入の効果について
コンサルティと協議した。コンサルティによる
記録をもとに結果を図表で提示しながら介入の
効果を検討した。必要があれば協議の上，介入
内容を変更した。第 5回と第 6回の話し合いは，
フォローアップ期として，対象生徒の様子と介
入の継続の有無の聞き取りを実施した。第 7回
の話し合いでは，コンサルタントより行動コン
サルテーションのまとめをコンサルティに報告
した。保護者への報告はコンサルティが実施し
た。学校に対しては管理職へ書面と口頭で報告
した。また , 社会的妥当性を測定するため，コ
ンサルティに対して，行動コンサルテーション
に関する評価のアンケートを実施した。アンケー
トは，コンサルタントからコンサルティへの介
入の内容（コンサルタントからの提案・コンサ
ルテーションの見通し具合・コンサルタントの
訪問の頻度）を 5段階で評価するものであった。
その他，自由記述で感想を記入する欄も設定し
た。

6．介入計画（コンサルティによる支援行動）
（1）標的行動
対象生徒は，不適切な場面で大きな声を出す，
他者に話し掛けるときに必要以上に大声で話す
など，声の大きさの調整に課題があった。大き
な声を出すことによって，他者から注意を受け
たり，他生徒とトラブルに発展したりすること
もあった。よって，声の大きさを調整して他者
と話すことを標的行動とした。また，介入方針
として，声の大きさを小さくする（問題行動の
減少）だけでなく，その場の状況に合わせて相

手と話をするときの声の大きさを調整するため
の援助設定を見つけることに重点を置くことと
した。
（2）情報収集および分析
コンサルティは，対象生徒の一週間の学校生
活の中で声の大きさの調整が可能な時間と調整
が難しい時間を調べるために，大きな声で話す
時間帯を「赤」，普通の声の大きさで話す時間帯
を「黄」，小さい声あるいは声を出さない時間帯
を「青」として時間割表を色分けした。また，
それぞれの声の大きさで話すときの前後の状況
についても観察した。
その結果，大きな声を出す行動は 2つの場面
に分けることができた。1 つは，ある事象を他
者に知らせたいとき（例えば，他生徒が遅れて
登校して教室に入ってきたとき・給食カートの
到着を周りの人に知らせるとき）であった。も
う 1つは，独り言で大きな声を出しているとき
（例えば，休み時間・下校時など）であった。本
研究は前者の場面を介入場面とした。ある事象
を他者に伝えたいときに大声で話す行動は，相
手に伝わったことによる相手の反応が強化子と
なっていると考えられた。たとえ他者から注意
を受けても，その注意自体が本人にとって相手
が気づいたことによる反応となるため行動が維
持されていると推測した。そこで，コンサルタ
ントから提案した介入のポイントは，①本人が
その場で適切な声の大きさを確認できる手段を
見つけること，②適切な声の大きさで話したと
きはしっかり対応して具体的な声掛けで賞賛す
ることの 2点であった。
（3）介入場面
介入場面は，給食時間に給食カートが教室前
の廊下に到着したときにカートが来たことを他
者（コンサルティや他の教員および他生徒）に
知らせる場面とした。本場面は，毎日介入を実
行する機会が確保できて，コンサルティにとっ
ても介入の実行が可能な時間帯であった。対象
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生徒は，カートが到着した時点で廊下から各教
室の他者に向かって，力いっぱいの大きな声で
「カート来たよ」と伝えた。他者はその声を聞い
て廊下に出て給食準備を始めた。対象生徒に対
して，他者から声が大きいことを注意されるこ
とはあったが，他者から知らせてくれたことに
対して「ありがとう」などのフィードバックは
なかった。また，注意されても次の機会に声の
大きさが小さくなることはなかった。
（4）教材
声の大きさを 5 段階のイラストで表示した
シートを使用した。5 段階の大きさは，男の子
の口の大きさで表現されていた。1段階「1」は
声を出さない，2段階「2」は小声で話す（目の
前の相手の耳元で話す），3 段階「3」は普通の
声で話す（手を伸ばした距離の相手と話す），4
段階「4」は大きな声で話す（教室の入り口から
教室の中の人に呼び掛ける），5 段階「5」は力
いっぱいの大きい声で話すとした。シートの左
から順にイラストを 1段階から 5段階まで並べ
て提示した。
（5）手続き
手続きは，ベースライン 1・介入 1・ベースラ
イン 2・介入 2 の順で実施した。介入場面での
適切な声の大きさは「4」とした。ベースライン
1では，声の大きさに対して事前に指導したり
フィードバックしたりすることは一切なかった。
介入 1では，適切な声の大きさを対象生徒本人
が確認する手段として，事前練習と直前練習を
実施した。事前練習は，介入 1の初日のみクラ
ス単位の学習時間に実施した。声の大きさ 5段
階シートを使って，それぞれの段階のイラスト
をコンサルティが指差して音声でモデル提示し，
対象生徒が発声練習する機会を設定した。その
後，モデル提示なしで，それぞれの大きさの声
を出す練習を実施した。適切な声の大きさと判
断できる場合は賞賛して，不適切な場合は再度
モデルを提示して発声を促した。直前練習は，

給食カ―トが到着する直前に実施した。声の大
きさ 5段階シートを使って，「いつもこの声の大
きさ（「5」を指さし）だから，この声の大きさ（「4」
を指さし）で教えてね」と伝えた。そのあと，
対象生徒による発声練習を実施した。コンサル
ティがシートを提示してから対象生徒が反応す
るまでを 1試行とした。また，適切な声の大き
さで「カート来たよ」と知らせることができた
ときは，「ありがとう」「ええ声やったわ」など
言語賞賛した。ベースライン 2では，ベースラ
イン 1 と同じ手続きを実施した。介入 2 では，
事前にコンサルティが対象生徒に対して「カー
ト来たら教えてね」と依頼の声掛けをした。介
入 1と同様に，適切な声の大きさで伝えたとき
は言語賞賛した。事前の依頼の声掛けをフェイ
ドアウトするタイミングはメール等でコンサル
タントとコンサルティが協議して決めた。言語
賞賛は，対象生徒に必要な援助設定の 1つとし
て位置づけ，フェイドアウトは計画しなかった。

7．データの収集と評価方法
対象生徒の行動変容については，給食カート
到着時の声の大きさの推移を測定した。コンサ
ルティの支援行動の変容については，介入の実
行度と記録行動（対象生徒の反応と介入の実行
の有無）の生起率を測定した。介入の実行度は，
先行条件と後続条件に分類した。先行条件は，
介入 1の直前練習と介入 2のカートが来たこと
を知らせる依頼の声掛けであった。後続条件は
言語賞賛であった。それぞれのデータは，コン
サルティによる観察記録の結果と口頭での報告
から算出した。実行度の評価基準は，ベースラ
イン開始時から介入 2 までの全日を対象とし，
その期間に介入を実行したら「◯」，実行できな
ければ「×」，実行する機会がなかった場合や計
画的にフェイドアウトするために実行しない試
行の場合は「－」とした。また，コンサルティ
からの対象生徒の行動に対する「できたこと」
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「良かったところ」の報告を「ポジティブな評
価」として定義した。その報告数と報告内容を
測定した。

Ⅲ．結果

1．対象生徒の行動変容
事前練習と直前練習の結果は以下のとおりで
あった。事前練習は介入 1 の初日に実施した。
声の大きさ 5段階シートを使って，モデル提示
ありの練習を 1試行ずつとモデル提示なしの練
習を 1試行ずつ実施した。直前練習は介入 1の
5 日間のカートが到着する直前に実施した。声
の大きさ 5段階シートを提示して，「4」の声の
大きさの発声練習を 1～ 2試行程度実施した。
対象生徒が給食カートの到着時に他者へ知ら
せるときの声の大きさの推移を図 1 に示した。
ベースライン 1 は，一週間（5 日間）を予定し
ていたが，振替休日と祝日があったため，3 日
間の実施となった。声の大きさは 3日間とも 5
段階評価の「5」であった。介入 1では，5日間
とも適切な声の大きさである「4」であった。
ベースライン 2は，対象生徒本人が実習のため

不在だった期間を挟んで声を出さなかったので
7日間連続で「1」となった。介入 2では，コン
サルティからのカートが来たことを知らせるよ
う依頼の声掛けによって，適切な声の大きさで
ある「4」の大きさで知らせることが可能となり，
4 試行連続で維持されたあと依頼の声掛けを
フェイドアウトしても「4」の声の大きさが維持
された。また，フォローアップ期のコンサルティ
による報告では，カートの到着を知らせる回数
は減少したとのことだったが，コンサルタント
による観察時の声の大きさは，適切な声の大き
さとする「4」であった。
コンサルティによる対象生徒の「ポジティブ
な評価」として，以下の報告があった。他者に
話し掛ける前にコンサルティが「ええ声でお願
いします」と伝えると，適切な声の大きさで話
すことができた。また，以前から他生徒の困り
事を察してその生徒の代わりにコンサルティを
大きな声で呼ぶことがあったが，適切な声の大
きさで呼ぶことができた。さらに，コンサルティ
からの指摘だけでなく，他生徒から「声が大き
いよ」と注意されたとき「ごめん」といって声
を小さくすることができた。学年活動など複数

図 1　対象生徒の声の大きさの変容およびコンサルティの介入実行度
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の他者がいる場面で大きな声を出したとき自分
で気づいてコンサルティに対して「ごめん」と
言って声の大きさを小さく修正することができ
た。加えて，声の大きさに関することに限らず，
コミュニケーション全般の変化も報告された。
例えば，日常場面で対象生徒からコンサルティ
に対して話し掛ける頻度が増加し，一日の予定
の確認や役割として給食メニューなどをホワイ
トボードに記入する際に文字数が増え丁寧に書
くにようになった。さらに，もう 1つの声が大
きくなる場面であった対象生徒が独り言で大き
な声を出している休み時間等の場面での大きな
声を出す頻度が減少した。

2．コンサルティの支援行動の変容
（1）介入の実行度
図 1の下部分に介入の実行度を先行条件と後

続条件に分けて示した。介入 1の 5 日間は先行
条件と後続条件ともに 100％であった。その後，
対象生徒が介入 1で適切な声の大きさが生起し
たことから，コンサルティは先行条件である直
前練習は不要と判断してベースライン 1と同じ
条件を実施した。この期間をベースライン 2と
した。第 4回目の話し合いで，介入内容の変更
が協議され，介入 2を実行した。介入 2では，2
日目以外は依頼の声掛けが実行され，その後計
画的に依頼の声掛けをフェイドアウトすること
ができた。後続条件の実行度は 100%であった。
対象生徒の行動変容とコンサルティの介入の
実行の有無に関する記録行動の生起率はベース
ラインの開始から介入 2 まで 100％であった。
週 1回のメールの報告は，ベースライン 1から
4 週間は翌週月曜日に電子メールを送信するな
ど不安定であった。しかし，5 週目以降は定期
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図 2　コンサルティによる対象生徒に対するポジティブな評価の累積数
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的に実行された。6週目には報告を忘れないた
めの工夫として，前日の木曜日にメールの送信
があった。介入の実行期間の話し合いは，ベー
スライン 2の最終日に 1回実施した。
（2）アンケート結果
コンサルタントの提案内容や見通しの立て方，
訪問回数に対して，コンサルティによる評価は
高かった。自由記述では，「コンサルタントとの
話し合いの中で納得するまで話し合いを続けて
介入計画を一緒に立てたことで，介入を続ける
ことができた」と回答にあった。また，「これま
で本人は声の大きさに対して注意を受けてきた
が，何を怒られているのか分かっていなかった
と思う。介入によって本人も指摘されているこ
とを理解して取り組めたと思う」と回答にあっ
た。
（3）「ポジティブな評価」の報告数と内容
コンサルティによる対象生徒のポジティブな
評価を報告した累積数と内容を図 2 に示した。
第 6回までの話し合いを通して，報告数は増加
傾向を示した。特に，第 2回の情報収集後の話
し合いと，第 5回と第 6回の介入 2以降に実施
された話し合いで報告数の増加率が上昇した。
報告内容は，標的行動である声の大きさの調整
に関する事柄からコミュニケーション全般に関
する事柄に拡大した。

Ⅳ．考察

本研究は，行動コンサルテーションにおいて，
特別支援学校の教員（コンサルティ）が介入計
画の立案段階から主体的に参加する手続きを導
入した結果，対象生徒の適切な行動が成立し，
コンサルティの支援行動も維持された。以下，
本研究の手続きにおける対象生徒の行動変容と
コンサルティの支援行動の変容に対する効果に
ついて考察する。

1．対象生徒の行動変容
図 1の結果より，コンサルタントとコンサル
ティが立案した介入計画である①声の大きさを
対象生徒本人が視覚的に確認できる機会の設定，
②コンサルティによる具体的な言語賞賛によっ
て，適切な声の大きさで給食カートが来たこと
を他者に知らせることが可能となった。事前練
習と直前練習は，数試行のみの実施であったが，
適切な声の大きさを確認する機会として機能し
ていたと考えられる。一方，介入 1で適切な声
の大きさで伝える反応が生起した後，ベースラ
イン 2 では全く声を出さなくなった。これは，
介入 1の直前練習を実施することが適切な声の
大きさで話す行動の弁別刺激となっていたと考
えられ，適切な声の大きさが定着しない段階で
弁別刺激が取り除かれたことで声を出す反応自
体が生起しなくなったと推測された。その後，
介入 2で対象生徒へ依頼する声掛けが同様に弁
別刺激となり，適切な声の大きさで伝えること
が可能となったと考えられる。また，知らせて
くれたことに対して「ありがとう」，声の大きさ
に対して「ええ声やわ」と賞賛することで，対
象生徒にとって具体的かつ的確な賞賛を得られ
たことが適切な声の大きさの維持に効果的で
あったと考えられる。これは，標的行動の成立
に対する具体的な言語賞賛の有効性を示した
Chalk & Bizo（2004）や Sutherland et al.（2000）
の結果と一致している。
本研究では，機能的アセスメントの結果より，
大きな声で話す行動は，特定の事象を相手に大
声で伝えて相手が気づいて反応することで維持
されていると考えた。そのため，相手に伝えよ
うとする行動自体は尊重して，より適切な手段
があることを対象生徒に伝えることに重点を置
いた。その結果，介入場面だけでなく，コンサ
ルティから「ええ声でお願いします」と事前に
声掛けすると他者に適切な声の大きさで話をす
る機会が増えた。また，適切な声の大きさを意



133

特別支援学校における行動コンサルテーションの効果（土田・中鹿）

識することができたことで，他者からの指摘や
自分自身の気づきによって，声の大きさを調整
することが可能となった。このように相手の反
応が得られる経験を積むことで，本人の適切な
手段で相手に伝える行動が強化され，「できるこ
と」の拡大につながったと考えられる。

2．コンサルティの支援行動の変容
介入の実行に関しては，先行条件はコンサル
ティの判断で介入を実行しない期間が一部あっ
たが，後続条件は実行度 100% であった。介入
計画の立案段階よりコンサルティが参加するこ
とによって負担なく受容性の高い介入計画と
なったと考えられ，道城（2012）や小関（2015）
の結果とも一致する。アンケート結果からも介
入計画に参加したことに対してコンサルティか
ら好意的な評価が得られ，実際に介入計画を立
案した際も積極的な意見が得られた。さらに，
他の場面で適切な声の大きさに関する支援を試
したなどの報告が得られ，支援行動の維持と般
化に関しても本研究の手続きの有効性が示唆さ
れた。
また，介入の実行が維持された要因の 1つと
して，コンサルティ自身が介入の実行の有無を
記録した手続きが挙げられる。本研究は，コン
サルティが対象生徒の行動変容と介入の実行を
観察して記録する自己モニタリングの手続きを
用いた。自己モニタリングとは，自分自身の行
動を観察して記録をすることである（Nelson & 
Hayes 1981）。コンサルティ自身が記録を実施す
ることで，介入の実行の有無を可視化すること
ができ，その記録の蓄積自体が介入の実行の強
化子となったと考えられる。さらに，自己モニ
タリングに対する他者からのパフォーマンス・
フィードバックの有効性が示されており
（Mouzakitis et al. 2015），電子メールでの報告
に対するコンサルタントから肯定的なフィード
バックを受ける機会が得られることで，介入の

実行から記録してコンサルタントに報告するま
での一連の行動が強化されたと考えられる。
コンサルティによる対象生徒の「ポジティブ
な評価」の報告に関しては，情報収集後の第 2
回の話し合いと対象生徒の行動変容が確認でき
た介入 2以降に実施された第 5回と第 6回の話
し合いで報告数の増加率が上昇した。報告内容
については，声の大きさに関することからコミュ
ニケーション全般に関する評価に拡大した。コ
ンサルティの対象生徒に対するポジティブな評
価が増加したプロセスとして，対象生徒の標的
行動に対して注目する機会が増えたこと，適切
な支援によって行動が変容することを実感する
ことで対象生徒の行動に対して肯定的に捉えよ
うとする行動が促進されたと考えられる。また，
報告の聞き手が存在し肯定的なフィードバック
が得られたこともポジティブな評価が増加した
理由の 1つと考えられる。さらに，「声の大きさ
に関して何度も注意してきたが，適切な声の大
きさを本人が理解する支援を提供できていな
かった」というコンサルティ自身の支援行動に
関する振り返りが自発的に生起した。このよう
に，行動コンサルテーションにおいて，コンサ
ルティによるポジティブな評価を報告する機会
を設定することで，コンサルティの対象生徒の
行動の見方が肯定的な評価に変化したことを確
認することができ，対象生徒の行動的QOL（望
月 2001）の拡大が可能であることが示唆された。

3．今後の課題
本研究の課題を 2 点挙げる。1 点目は，デー
タの信頼性についてである。本研究は，コンサ
ルティの観察記録による報告をもとに対象生徒
の行動変容とコンサルティの支援行動の変容を
算出しており，信頼性を示すことはできなかっ
た。対象校の校内で他の教員に協力を依頼して
観察者を増やす，ビデオ録画した映像をコンサ
ルタントが確認するなどデータの信頼性を示す
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手続きを導入する必要があるだろう。2点目は，
教員の主体的な支援行動の成立を目指した行動
コンサルテーションの手続きの拡大についてで
ある。本研究では，行動コンサルテーションに
おいて，介入計画の立案段階から主体的に教員
が参加する手続きの有効性を示した。加えて，
自己モニタリングの効果も示唆されたが，結果
を分析してフィードバックする役割はコンサル
タントが担った。今後コンサルテーション終了
後の支援行動の維持や般化に向けた手続きとし
て，教員の観察・記録行動に対して自己フィー
ドバックできる仕組みを検討する必要があるだ
ろう。
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Practical Research

The Effects of Behavioral Consultation 
at the Special Support School:

Focusing on Change in Teacher’s Support Behavior

TSUCHIDA Naho and NAKASHIKA Naoki
（College of Comprehensive Psychology, Ritsumeikan University）

This study aims to examine the effects of a teacher’s active participation in the behavioral 
consultation program on the target student’s behavior as well as the teacher. For the purpose of 
this study, the teacher was required to participate in drafting the intervention plan. The target 
student was in the third year of high school at the special support school, and teachers considered 
that it was difficult for him to control the volume of his voice. The consultant proposed an 
intervention points based on the findings of the assessment, and the teacher drafted the 
intervention plan with the consultant. The intervention plan consisted of（1）creating the 
opportunity for the student to practice volume control with the help of a voice sheet, which 
consisted of five volume grades and（2）providing specific praise whenever the volume of his 
produced voice was deemed appropriate. The intervention was implemented in a setting where 
the target student let others know that the school lunch cart had arrived. As a result of this 
intervention, the target student was able to control the volume of his voice, and the teacher 
maintained the implementation of intervention. These results suggest that behavioral consultation 
program in this study was effective.

Key Words :   behavioral consultation, intervention plan, performance feedback, volume control
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